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テーマ型共創フロント 募集シート 
 

    ■提案の募集内容について 

募集テーマ 

 

市民の読書活動の推進のための連携について 
① 継続的な普及啓発活動における連携 
② 平成 26 年 11 月２日（日）に開催する普及啓発イベントでの連携 

提案の募集対象 

（テーマに関連する

事業等の概要） 

【名称、概要、場所、その他データ等】 

横浜市は「横浜市民の読書活動の推進に関する条例」を制定し、毎月 23

日を「市民の読書の日」とし、毎年 11 月を「市民の読書活動推進月間」と

し、市民の読書活動の推進を図っています。 

 そこで、次の①と②に関して、民間の皆様との連携により市民の皆様の

読書活動を推進していけるようなアイデアや企画を募集します。 

 

①  毎月 23 日及び毎年 11 月を中心とした、市域を対象に継続的に普及啓

発活動を実施していくための連携アイデアや企画。 

 

②  今年の読書月間の一環として、11 月２日（日）に、中央イベントと

してネットワークフォーラムを開催するため、同イベントにおいて、子

どもから大人までを対象に、読書活動に関する市民の関心や理解を深め

るための効果的な連携アイデアや企画。 

【イベント詳細】 

・開催場所：パシフィコ横浜会議センター３階 

・参加者 ：市民、読書活動団体・施設、学校図書館・図書館関係者、

書店等民間事業者 

提案を募集する 

背景・課題 
読書活動は言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなも

のにし、人生をより深く生きる力を身に付ける上で大切なものです。 
横浜市では、「横浜市民の読書活動の推進に関する条例」が平成 26 年４

月に施行されました。３月には「横浜市民読書活動推進計画」を策定し、

子どもから大人まで広く市民の読書活動を支えるための環境を整え、読書

活動を推進することとしています。 
今後、一人一人の市民の読書活動を推進していくために、民間の皆様と

の連携により、市民全体で読書活動を盛り上げていきたいと考えています。

募集対象 

 
※チェックのついたもの

が、今回の募集の対象

です 

 

☑ 公民連携の提案及び連携事業者の募集 
  ⇒テーマに関する公民連携の提案・アイデア及び連携事業者の両者を

募集するものです。 
□ 公民連携の提案のみの募集 

⇒横浜市が今後の事業等の方針や仕様を定めるために、テーマに関す

る公民連携の提案・アイデア等のみを募集するものであり、連携事

業者を募集するものではありません。 
横浜市が希望する 

提案について 

 

市民一人一人が読書に親しみ、読書を楽しむことができる読書活動を推

進するため、①継続的な普及啓発における連携や、②11 月 2 日（日）に実

施する短期的な普及啓発での連携について、それぞれ下記の想定例のよう

なご提案をいただきたいと考えています。 

※ ①と②のセットの提案又は①か②どちらかでの提案、どちらでも可能

です。 

想定する提案の例 

 

【継続的な普及啓発での連携例】 

○ 毎月 23 日の読書の日、毎年 11 月の読書月間における、店舗等を活用し

 たタイアップキャンペーンの実施 

【11 月２日（日）のイベント関係での連携例】 

○ ステージ関係（講演会、ビブリオバトルなどの企画・実施） 

○ 親子広場関係（一時託児や子どもへの読み聞かせなどの企画・実施）

○ ワークショップ（POP づくり講座などの企画・実施） 

○ フォワイエ関係（お茶を飲みながら本について語り合うブックカフェ
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などの企画・実施） 

○ 読書に関連した試供品の提供 など。 

※ 企画の内容によって、教育委員会との協働又は提案者のみによる実施

などを考えています。 

※ 提案内容は上記の例に限定されるものではありませんので、テーマに

沿って自由にご検討ください。 

 

■提案にあたっての条件 

募集期間 ①随時 

②平成 26 年５月 12 日（月）～平成 26 年５月 30 日（金） 

実施予定時期 平成 26 年６月以降随時 

※11 月２日（日）の普及啓発イベントは一日のみ 

提案の形式 

 
様式３の【提案シート】をご提出ください。 
※提案シートの他、企画書や関連資料の添付も可です 

提案の選定方法 
※チェックのある方法で

選定します 

□特に選定をしません（提案内容が妥当であれば採用数を絞込まない） 
☑審査等による選定等を実施（提案内容等を審査・選定し採用数を絞込む）

□提案を参考に、あらためて実施事業者の公募等を実施 
□その他（                           ）

横浜市から提供でき

るメリット 

ご提案者の広報・PR・イメージアップ、地域貢献・社会貢献の具現化、

等、ご提案内容により様々なメリットがあると考えられます。 

具体的な点については、ご提案後検討・調整させていただきます。 

横浜市の予算措置の

可能性 
 なし 

その他の留意点  本募集の趣旨に合わせ、ご提案後に内容の調整をさせていただくことが

あります。 

提案のお申込み先 横浜市 政策局 共創推進課 横浜市中区港町１－１市庁舎７階 

TEL 045-671-3995             FAX 045-664-3501 

E-mail ss-kyoso@city.yokohama.jp 

内容についての 
お問い合せ先 
（事業所管部署） 

横浜市教育委員会事務局生涯学習文化財課 横浜市中区港町１－１  

TEL 045-671-3827             FAX 045-224-5863 

E-mail ky-syobun@city.yokohama.jp 

 


